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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第３四半期連結
累計期間

第77期
第３四半期連結

累計期間
第76期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 133,673 140,296 179,312

経常利益 （百万円） 14,462 15,677 19,574

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 9,889 11,250 13,468

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 12,085 15,132 15,615

純資産額 （百万円） 167,753 182,323 171,282

総資産額 （百万円） 274,161 281,949 280,079

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 146.26 166.49 199.22

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 145.82 165.94 198.65

自己資本比率 （％） 61.1 64.5 61.0

 

回次
第76期

第３四半期連結
会計期間

第77期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 60.46 63.01

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢が緩やかな回復基調で推移しているも

のの、米国の政治情勢や地政学的リスクの高まり、アジア新興国経済の不安定な動向などの影響により、先行き

不透明な状況が続いております。

物流業界におきましては、ドライバーを中心とした人手不足や競争の激化などにより依然として厳しい経営環

境が続いております。

このような状況下にあって、当社グループは積極的に行ってきた設備投資の効果などにより、売上高は前年同

期比5.0％増の1,402億96百万円になりました。

営業利益につきましては、増収効果や業務の効率化などにより前年同期比6.3％増の143億56百万円となりまし

た。

経常利益につきましては、為替差損がなくなったことなどにより前年同期比8.4％増の156億77百万円となりま

した。

親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、災害による損失がなくなったこともあり前年同期比

13.8％増の112億50百万円となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　運送事業

貨物取扱量の増加により、売上高は前年同期比4.3％増の662億57百万円となりました。営業利益は、燃料

価格の上昇はあったものの、増収効果や輸送効率の改善などにより、前年同期比11.6％増の36億37百万円と

なりました。

②　倉庫事業

保管貨物量の増加により、売上高は前年同期比4.6％増の207億74百万円となりました。営業利益は、減価

償却費の増加などにより、前年同期比0.5％減の44億72百万円となりました。

③　梱包事業

業務量の増加により、売上高は前年同期比4.2％増の328億54百万円となりました。営業利益は、増収効果

などにより前年同期比12.6％増の29億67百万円となりました。

④　テスト事業

業務量の増加により、売上高は前年同期比11.1％増の161億98百万円となりました。営業利益は、増収効果

などにより前年同期比10.9％増の28億68百万円となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 68,239,892 68,239,892
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 68,239,892 68,239,892 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 68,239,892 － 11,316 － 12,332

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 665,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 67,532,000 675,320 －

単元未満株式 普通株式 42,892 － －

発行済株式総数 68,239,892 － －

総株主の議決権 － 675,320 －

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

ニッコンホールディングス

株式会社

東京都中央区明石町

６番17号
665,000 － 665,000 0.97

計 － 665,000 － 665,000 0.97

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,592 14,065

受取手形及び売掛金 32,377 32,155

電子記録債権 2,553 3,219

有価証券 17,099 13,499

商品及び製品 4 2

原材料及び貯蔵品 310 436

繰延税金資産 1,793 1,800

その他 3,399 3,851

貸倒引当金 △5 △3

流動資産合計 76,125 69,028

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 71,262 71,749

機械装置及び運搬具（純額） 8,587 7,781

工具、器具及び備品（純額） 1,189 1,194

土地 84,752 88,461

リース資産（純額） 474 397

建設仮勘定 1,454 4,554

有形固定資産合計 167,721 174,139

無形固定資産 1,911 1,947

投資その他の資産   

投資有価証券 27,082 29,621

長期貸付金 454 146

繰延税金資産 2,243 2,325

その他 4,630 4,830

貸倒引当金 △90 △90

投資その他の資産合計 34,320 36,833

固定資産合計 203,954 212,920

資産合計 280,079 281,949
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,481 10,946

電子記録債務 3,918 4,091

短期借入金 3,554 3,350

1年内償還予定の社債 － 10,000

リース債務 127 121

未払法人税等 4,085 2,163

賞与引当金 3,397 1,795

役員賞与引当金 188 141

設備関係支払手形 339 451

営業外電子記録債務 6,465 273

その他 11,978 13,942

流動負債合計 44,538 47,278

固定負債   

社債 20,000 10,000

長期借入金 30,000 27,150

リース債務 386 313

繰延税金負債 5,759 7,629

退職給付に係る負債 6,369 4,934

役員退職慰労引当金 275 264

その他 1,467 2,055

固定負債合計 64,258 52,347

負債合計 108,797 99,626

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 137,823 144,817

自己株式 △1,193 △1,187

株主資本合計 160,279 167,278

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,834 14,882

為替換算調整勘定 △393 142

退職給付に係る調整累計額 △810 △510

その他の包括利益累計額合計 10,630 14,514

新株予約権 277 321

非支配株主持分 95 208

純資産合計 171,282 182,323

負債純資産合計 280,079 281,949
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 133,673 140,296

売上原価 113,589 119,061

売上総利益 20,083 21,235

販売費及び一般管理費 6,574 6,878

営業利益 13,508 14,356

営業外収益   

受取利息 56 60

受取配当金 406 447

受取賃貸料 76 73

持分法による投資利益 372 440

為替差益 － 59

雑収入 386 467

営業外収益合計 1,297 1,549

営業外費用   

支払利息 134 151

為替差損 159 －

雑支出 50 77

営業外費用合計 344 229

経常利益 14,462 15,677

特別利益   

固定資産売却益 101 446

投資有価証券売却益 401 －

退職給付制度改定益 － 189

特別利益合計 502 635

特別損失   

固定資産売却損 25 3

固定資産除却損 4 54

投資有価証券売却損 0 0

減損損失 1 0

災害による損失 254 －

特別損失合計 286 57

税金等調整前四半期純利益 14,678 16,255

法人税等 4,784 4,996

四半期純利益 9,894 11,258

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 7

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,889 11,250
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 9,894 11,258

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,163 3,047

為替換算調整勘定 △176 521

退職給付に係る調整額 263 299

持分法適用会社に対する持分相当額 △58 5

その他の包括利益合計 2,190 3,874

四半期包括利益 12,085 15,132

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 12,079 15,134

非支配株主に係る四半期包括利益 5 △1
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、PT.NIPPON KONPO INDONESIA及びNIPPON KONPO INDIA PRIVATE,LTD.は重要性

が増したため、連結の範囲に含めております。また、連結子会社であったNK BRASIL LOGISTICA LTDA.は、清算

手続きにより重要性が低下したため、連結の範囲から除外しております。

更に、第２四半期連結会計期間より、板東産業株式会社の発行済株式の全てを取得したため、同社を連結の

範囲の対象と致しましたが、連結子会社となった板東産業株式会社は、第２四半期連結会計期間において連結

子会社である日本梱包運輸倉庫株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外

しております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、PT.NIPPON KONPO INDONESIA及びNIPPON KONPO INDIA PRIVATE,LTD.は重要性

が増したため、持分法適用の範囲から除外し、連結の範囲に含めております。

更に、当第３四半期連結会計期間より、日本陸送株式会社は株式の取得により関連会社となったことに伴

い、持分法適用の範囲に含めております。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 6,632百万円 6,951百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,959 29 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月４日

取締役会
普通株式 1,826 27 平成28年９月30日 平成28年12月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 2,229 33 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 2,027 30 平成29年９月30日 平成29年12月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位:百万円)

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 63,548 19,865 31,533 14,582 129,530 4,143 133,673

セグメント間の内部売

上高又は振替高
246 243 342 1 833 1,043 1,876

計 63,795 20,108 31,875 14,584 130,363 5,186 135,550

セグメント利益 3,259 4,493 2,635 2,586 12,975 377 13,353

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

 

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 12,975

「その他」の区分の利益 377

その他の調整額（注） 155

四半期連結損益計算書の営業利益 13,508

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

 

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位:百万円)

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 66,257 20,774 32,854 16,198 136,085 4,211 140,296

セグメント間の内部売

上高又は振替高
271 262 302 10 846 1,123 1,970

計 66,528 21,036 33,156 16,209 136,932 5,334 142,266

セグメント利益 3,637 4,472 2,967 2,868 13,946 226 14,172

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

 

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 13,946

「その他」の区分の利益 226

その他の調整額（注） 184

四半期連結損益計算書の営業利益 14,356

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

 

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 146円26銭 166円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
9,889 11,250

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
9,889 11,250

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,616 67,574

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 145円82銭 165円94銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 201 224

（うち新株予約権）（千株） （201） （224）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重要

な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

当社事業の連結子会社への吸収分割

当社は、平成30年１月１日を効力発生日として、当社の「通関業に関わる事業」を吸収分割により、当社の

完全子会社である日本梱包運輸倉庫株式会社に承継いたしました。

 

取引の概要

①対象となった事業の内容、規模

事業の名称及び内容　通関業に関わる事業

直近期の売上高　　　2,434百万円

②効力発生日

平成30年１月１日

③企業結合の法的形式

当社を吸収分割会社、日本梱包運輸倉庫株式会社を吸収分割承継会社とする簡易吸収分割

④その他の取引の概要に関する事項

当社の「通関業に関わる事業」は、全国８ヶ所に拠点を設置し、当社グループのネットワークを活用し

ながら事業を展開してまいりました。このたび当社の完全子会社である日本梱包運輸倉庫株式会社へ通関

業に関わる事業のフォワーディング事業・通関事業機能を一元化することによって、今後の顧客ニーズ・

市場環境などの変化に対し、より機動的な事業展開を可能とする体制の構築を進めてまいります。

 

２【その他】

平成29年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）配当金の総額……………………………………2,027百万円

（２）１株当たりの金額………………………………30円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成29年12月12日

（注）　平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

ニッコンホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　文　倉　辰　永　　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　内　田　好　久　　印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニッコンホール

ディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年

10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニッコンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（注）　　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。

　　なお、ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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